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1.はじめに 

 北海道の地震活動は活発であり，活発な地震活動の中

でも地域ごとに分析すると強弱がある．これは，プレー

トの活動度が地域ごとに異なることや，沈み込む方向や

深さ，プレートの強度が異なるためである．また，地震

被害という指標を用いると，同じ地震に対しても被害の

分布は地域ごとに異なると考えられる． そこで，本検

討では，北海道の地域特性を考慮した耐震性能照査の試

みとして，設計想定地震動と照査方法をパラメータとし，

道路橋示方書と異なる地震波を用いて耐震性能照査を行

い,経済性に有意な橋梁の新設設計を提案することを目

的とする． 

2.検討概要 

2.1 検討対象構造物 

検討に用いる橋梁は，「道路橋の耐震設計に関する資

料」(1)に示される 5径間連続の鋼鈑桁橋とした(図 2.1)．
橋長は 200ｍ，橋脚高さ 12.20ｍ，地域区分は A地域，
地盤種別はⅡ種地盤である．なお，比較検討の対象とす

る橋脚は P-1橋脚とした．図 2.2に対象とした橋脚を，
図 2.3に橋脚躯体基部の断面を示す．橋脚基部断面は，
地震時保有水平耐力法による照査によって決定された断

面であり，軸方向鉄筋は橋軸方向に D32を 125ｍｍ間隔
で 2段配置，橋軸直角方向には D32を 125ｍｍ間隔で 1
段配置である．帯鉄筋・中間帯鉄筋は D16を 150ｍｍ間
隔で配置している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2.2 検討対象橋脚 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.3 Ｐ1 橋脚躯体基部の断面 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.1 検討対象橋梁 
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2.2 検討ケース 

検討ケースは，照査方法および設計地震動をパラメー

タとした以下の 4ケースとした． 

表 2.1 検討ケース 

検討ケース 照査基準 地震波 

CASE1 仕様規定型 道路橋示方書 

CASE2 仕様規定型 十勝沖地震の想定地震波 

CASE3 性能規定型 道路橋示方書 

CASE4 性能規定型 十勝沖地震の想定地震波 

 

2.3 設計地震動 

 設計地震動は以下の 2種類を対象とした． 

・道路橋示方書地震動（タイプⅠ-Ⅱ種地盤） 

・十勝沖地震をベースとした想定地震動（Ⅱ種地盤） 

 十勝沖地震をベースとした想定地震動は，2003 年 9

月に発生した十勝沖地震により観測された地震動記録か

ら設定した地震波である.  
 想定地震動は，地盤の増幅特性に着目して分類した加

速度応答スペクトルを包絡する標準加速度応答スペクト

ルを設定し,これに対するスペクトル適合波を作成した．

位相特性は十勝沖地震で得られた代表的な位相特性を用

いた．図 2.4 に標準加速度応答スペクトルを示す.地震

波の観測地点は,日高町周辺,帯広市周辺,阿寒町周辺で

である.図 2.5 に道路橋示方書及び十勝沖地震をベース

として作成した想定地震波を示す．道路橋示方書の地震

動と十勝沖地震の想定地震動を比較すると，どの波形も

最大加速度は十勝沖地震の想定地震動のほうが大きくな

っている．十勝沖地震動に着目すると，1波および 2波

に比べて 3波は，最大加速度は中位であるが，主要動の

繰り返し回数が多く，持続時間も長くなっている． 

 

2.4 解析手法 

 解析手法は時刻歴応答解析法を用いた.これにより算

出された応答値に対して，道路橋示方書・同解説(仕様

規定型)およびコンクリート標準示方書(性能照査型)の

照査方法で照査を行った．解析モデルは図 2.6 に示す 2

次元骨組みモデルとした.支承および基礎は線形バネで

モデル化した．柱基部の非線形特性は,CASE1 および

CASE2 はトリリニア型，CASE3 および CASE4 はテトラリ

ニア型の非線形特性を用いた(図 2.7).復元力特性は，

CASE1 および CASE2 は武田モデルを，CASE3 および

CASE4 は修正武田モデルを用いた．なお，除荷剛性低下

指数γはともに 0.5 とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6 解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4 標準加速度応答スペクトル 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 1 波 

 

 

 

 

 

 

(b) 2 波 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 3 波 

図 2.5 設計地震動（タイプⅠ-Ⅱ種地盤） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.7 柱基部断面の非線形特性 
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3.解析結果 

3.1 想定地震動の差異 

(道示地震波と十勝沖地震の想定地震波の比較) 

(1) 橋脚基部のＭ-θ関係の比較 

橋脚基部の M-θ関係を図 3.1 および図 3.2 に示す．

最大応答回転角は CASE1 および CASE3 の道路橋示方書

の地震動より CASE2 および CASE4 の十勝沖地震の想定

地震動のほうが小さい値となった． 

(2) 橋脚天端の応答変位の比較 

橋脚天端の応答変位を図 3.3 および図 3.4 に示す．最

大応答変位は道路橋示方書の地震動より十勝沖地震の

想定地震動のほうが小さい値となった． 

(3) 照査結果の比較 

表 3.1 に照査結果を示す. 

照査結果は十勝沖地震の想定地震動より道路橋示方書

の地震動のほうが限界値に対する余裕が大きい結果と

なった． 

 

3.2 適用基準の差異 

 (仕様規定型と性能照査型の比較) 

(1) 橋脚基部のＭ-θ関係 

最大応答回転角は CASE1 および CASE2 の仕様規定型よ

り CASE3 および CASE4 の性能規定型を用いたほうが大

きい値となった． 

(2) 橋脚天端の応答変位 

最大応答変位は仕様規定型より性能規定型を用いたほ

うが小さい値となった． 

(3) 照査結果 

照査結果は性能規定型より仕様規定型を用いたほうが

限界値に対する余裕が大きい結果となった． 

 

表 3.1 照査結果（柱基部の回転角） 

検討ケース 応答値※① 限界値② 
照査結果 

①/② 

CASE1 0.00200 0.00580 0.34 

CASE2 0.00107 0.00580 0.18 

CASE3 0.00304 0.02971 0.10 

CASE4 0.00201 0.02971 0.07 

表 3.2 照査結果（柱基部のせん断） 

検討ケース 応答値※① 限界値② 
照査結果 

①/② 

CASE1 6083.3 6527.6 0.93 

CASE2 5652.2 6527.6 0.87 

CASE3 6357.2 6818.1 0.93 

CASE4 4084.1 6818.1 0.60 

表 3.3 応答変位（橋脚天端） 

検討ケース 応答変位※ 

CASE1 0.083m 

CASE2 0.060m 

CASE3 0.050m 

CASE4 0.035m 

（※応答値は 3波平均の値である．） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1 橋脚基部のＭ-θ関係 

（道路橋示方書タイプⅠ 1 波） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2 橋脚基部のＭ-θ関係 

（十勝沖想定地震動 1 波） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3 橋脚天端の応答変位 

（道路橋示方書タイプⅠ 1 波） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4 橋脚天端の応答変位 

（十勝沖想定地震動 1 波） 
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4.断面検討結果 

 ここでは，各検討ケースにおける最適な断面の検討を

行った．表 4.1 に各ケースの断面諸元を示す．図 4.1～

図 4.4 に各ケースの断面図を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1 CASE1-橋脚躯体基部の断面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2 CASE2-橋脚躯体基部の断面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3 CASE3-橋脚躯体基部の断面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4 CASE4-橋脚躯体基部の断面 

 

 

表 4.1 断面諸元 

検討 

ケース

橋脚基部の 

橋軸方向幅 

軸方向鉄筋 

（SD295） 

帯鉄筋 

（SD295）

CASE1 2000mm 
D32-2 段 

125mm 間隔 

D16-6 本

150mm 間隔

CASE2 1800mm 
D32-2 段 

125mm 間隔 

D16-6 本

150mm 間隔

CASE3 1600mm 
D25-2 段 

125mm 間隔 

D22-6 本

150mm 間隔

CASE4 1400mm 
D25-2 段 

125mm 間隔 

D16-6 本

150mm 間隔

 

5.まとめ 

設計地震動については，道路橋示方書の地震波を入力

したときの応答値に対して，十勝沖地震の想定地震波を

入力したときの応答値はやや，小さくなる傾向があった．

ここで，入力地震波の最大加速度は十勝沖地震の想定地

震波が大きいことから，この応答値の差は周波数特性に

依存するものと考えられる．また，試算の結果，本事例

においては，橋脚 1基当りのコストが 10％程度縮減と

なる結果となり，地域特性を考慮した地震波を用いるこ

とで，合理的で地域に根ざした橋梁の提供が可能である

考える． 

照査方法については，性能規定型の照査方法を用いる

ことで，回転角の限界値が高い．これは，仕様規定型が

トリリニア型の非線形特性を用いているのに対して，性

能照査型ではテトラリニア型の非線形特性を用いている

ため，変形性能が大きくなったためである．また,試算

の結果本事例においては，橋脚 1基当りのコストが

15％程度縮減となる結果となり，性能規定型の照査方法

を用いることで，合理的な耐震設計が可能となることを

示唆しているものと考える．今後の課題を以下に示す． 

(1) 応答値は入力地震波の周波数特性に依存すると

考えられるため，入力地震波の選定が重要であ

る．地域特性を考慮した地震動を用いるために，

今後も地震データの蓄積を行うこと． 

(2) 性能照査型への設計体系の移行に伴う，道路橋

における要求性能とその照査方法の確立を行う

こと. 

これらが，今後合理的な耐震性能照査を行うにあたっ

て重要な課題であると考える． 
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